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研究成果の概要（和文）：　租税状況とは租税支払いを進める企業の状況を意味する用語である。本研究の最大の成果
は租税負担削減行動とコーポレート・ガバナンスの関係を実証的に示したことにある。もう少し詳細に説明すると、本
研究の成果は4点にまとめられる。
 第1に、移転価格税制の適用に関する新聞報道に対して、資本市場は企業の将来性を示唆する変数にプラスに反応する
ものの全体としてはネガティブに反応する。第2に、経営者報酬の決定に企業の租税状況はポジティブな影響を持つ。
第3に、国際会計基準(IFRS)の規程は連結納税制度の採用にポジティブな影響を持つ。第4に、移転価格税制の市場反応
を生み出すものとして、無形資産が関わることを示した。

研究成果の概要（英文）： The tax status is the term which stands for the condition firms endeaver to pay c
orporate, inhabitant, and business tax. In this research project, we were going to demonstrate the serious
 relationship between tax status and corporate strucuture. Especially, this study focuses on the associati
on between corporate governance and the situation how firms attempt to reduce the payment of taxes. In ter
ms with the detail of this study, our research results are organized by four topics.
 First, newspaper report raises negative market reaction to firms involved with the transfer pricing taxat
ion press. Second, the condition of corporate tax avoidance is positively and statistically associated wit
h the determination of executive compensations. Third, rules of International 
Financial Reporting Standards have positive effects on the adoption of consolidated tax return system. Fou
rth, we find market reaction of the transfer pricing taxation press is rooted with the intangible assets. 
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１．研究開始当初の背景 
税務に関する研究は、日本では法人税法や

租税特別措置法、基本通達等の規定を解釈す
るものが大変多かった。データを収集したり、
抽出したり、加工する、まして実証的に検証
するものは非常に少なかった。 
一方で、税務に関する社会状況であったり、

企業実務の変化について着目した実証研究
は必ずしも多くはなく、あったとしてもイン
タビューが限界であった。これは研究者の問
題もあったが、利用可能なデータベースが充
実していなかったことと、分析手法としての
計量経済学的アプローチを利用する研究者
が非常に少なかったことが理由と考えられ
る。この問題は現在も必ずしも解決されてい
るわけではないと考えられる。税務に関する
データは非常に限られており、且つ、以前入
手可能であった法人税務データも公開され
なくなったことで、推定によらざるを得ない
のが現状である。 
 
２．研究の目的 
本研究は租税状況に企業の実態が反映さ

れるという着想を原点に、具体的な財務数値
や金融市場データを通じて、企業のコーポレ
ート・ガバナンスが経営者や従業員の評価決
定のメカニズムにどのような効果を持つか
を検証する。その上で、研究対象を単に公開
企業だけに限定するのではなく、同族支配企
業や中小企業にまでサンプルを拡大して、包
括的な実証命題を構築することを目的とし
ていた。特に、中小企業は会計基準よりも法
人税や所得税などの税金からの影響が強い
と予想される。こうした企業群にサンプルを
絞った研究も予定している。 
 
３．研究の方法 
本研究は全般的にアーカイバル・データを

利用した実証研究を研究方法として選択し
ている。このため、研究目的にあるようなデ
ータの入手が極めて困難な中小企業を対象
とした研究は実行できなかった。 
本研究は全体を通して、日経デジタル・メ

デ ィ ア ( 株 ) が 提 供 す る ｢ 日 経 NEEDS 
Financial Quest ver.2.0｣｢日経 NEEDS C-ges｣
を主要なデータベースとして利用した。これ
以外にも、株式会社プロネクサスが提供する
「Eol Data Base」も主要データソースとし
て利用した。 
 
４．研究成果 
 研究期間を通じて得られた成果としては
大きく分けて以下の四点が上げられる。 
(1) 移転価格税制の新聞報道に対する資本

市場の反応についてイベントスタディ
によって分析を行った。分析を通じて、
海外売上高比率や売上高広告宣伝費比
率のような企業の将来性や透明性を示
唆する変数、経営者報酬のような経営者
インセンティブを表す変数に市場はプ

ラスに反応することが明らかになった。 
(2) 経営者報酬や経営者賞与の支給状況は

企業の租税負担削減行動(tax avoidance)
の状況とどのような関係があるかにつ
いて分析を行った。分析の結果、経営者
報酬と租税負担削減行動はプラスの関
係にあった。租税負担削減行動の進展は
経営者報酬の決定について、ポジティブ
な影響を持つことが明らかになった。租
税負担削減行動を企業は、リスクは高い
とはいえ、企業価値最大化に向けた経営
者行動であると評価していると解釈で
きる。コーポレート・ガバナンス(CG)
の強度を説明する各変数とも、概ね有意
な結果が得られた。また租税負担削減行
動を積極的に実行している企業ほど、
(CG)と経営者報酬の関連性は高いこと
が示された。 

(3) 国際会計基準(IFRS)の規程の企業の租税
状況に与える影響について連結納税制
度と確定決算主義の観点から調査を行
った。IFRS の規程は繰越欠損金の活用
に適しており、IFRS 採用企業が増える
ほど繰越欠損金を利用した租税負担削
減行動が積極的に進められると推測さ
れる。また企業グループ全体で IFRS 採
用を進めていくと、連結納税制度の採用
に関係するという可能性も示唆された。 

(4) 本研究の研究成果には租税負担削減行
動としての移転価格税制の市場反応に
関する研究が示されている。その中でも
企業への移転価格税制適用に絡む１つ
の説明変数である研究開発費に焦点を
あて調査をおこなった。その結果、将来、
無形の資産ともなり得る試験研究費･開
発費に対する税制上の措置が企業のレ
ピュテーションにも影響している可能
性が示唆された。 
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